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序文 
エドワード・ウォルシュ博⼠ 

 

 この論⽂は、最近の 1.5℃地球温暖化に関する特別報告(SR1.5)の中⼼的な側⾯のいくつか

について、証拠に基づく批判を提⽰している。著者レイ・ベイツ教授は、気象・気候研究に

おける生涯にわたる国際的な経験を持つ、傑出した科学者であり、MIT や、NASA での上級

科学者、コペンハーゲンのニールス・ボーア研究所気象学教授、さらにはユニバーシティ・

カレッジ・ダブリンにも在席している。彼の独⽴した検討は、SR1.5 の中⼼的な側⾯におけ

る科学的な厳密性とバランスの⽋如を指摘している。具体的には、SR1.5 が以下の三点で⽋

陥を持つという、説得⼒ある証拠を彼は提出している。 

l 地球全体の危機を訴えるという形で IPCC(2013)第 5 次評価報告から逸脱しているのに、

その根拠となるしっかりした科学的な理由が提⽰されていない。 

l IPCC 第 5 次評価報告(2013)以来蓄積された重要な研究上の証拠は、危険が⽬先に迫っ

ているという⾒通しを⼤幅に引き下げるものとなっている。SR1.5 ではこの証拠が考慮

されていないどころか、⾔及さえされていない。 

l 望みの結果を実現するために世界気候モデルを「チューニング」するという⼿⼝が広ま

っていることが、第 5 次評価報告の後で暴露された。だがそれも⾔及されていない。 

 IPCC がその定期報告において、最⾼の科学的基準に準拠するのがいかに重要かは、どれほ

ど強調してもしたりないほどだ。政府はこうした報告の科学的な客観性に頼って、⾃国経済

や⾃国⺠の厚⽣に関する重要な意志決定を⾏う。政策⽴案者たちは、SR1.5 の提⾔を実施し

ようとするに先⽴ち、そこで明らかにされた顕著な⽋陥について慎重に考慮しなければなら

ない。 

 世界温暖化政策財団(GWPF)がこの重要な論⽂を刊⾏したことに拍⼿を送りたい。この論

⽂は広く読まれるべきである。 

 

エドワード・ウォルシュ博⼠はリメリック⼤学の初代学⻑であり、アイルランド科学技術イ
ノベーション評議会の議⻑およびアイルランド分配諮問グループ(炭素取引)の議⻑を務めた。 
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著者について 
 

 J・レイ・ベイツ教授は、ユニバーシティ・カレッジ・ダブリンの気象学および気候センタ

ーにおける気象学非常勤教授である。かつてはコペンハーゲン⼤学ニールス・ボーア研究所

の気象学教授であり、NASA ゴダード宇宙⾶⾏センターの上級科学者も務めた。キャリア初

期には、アイルランド気象局の研究主任だった。ユニバーシティ・カレッジ・ダブリンで物

理学の学位を取得、MIT で気象学博⼠号を取得。MIT の博⼠号指導教官は、1979 年に⼆酸

化炭素が気候に与える影響について論じた「チャーニー報告」の著者ジュール・Ｇ・チャー

ニーだった。ベイツ教授は 2009 年ヨーロッパ地球科学連合のヴィルヘルム・ベルクニスメダ

ルなど、科学的な業績で多くの受賞歴を持つ。アイルランド気象学会の元会⻑。IPCC の第 3

次および第 5 次評価報告の専⾨査読者を務めた。王⽴アイルランドアカデミーおよびヨーロ

ッパアカデミーの会員であり、アメリカ気象学会フェロー、イギリス王⽴気象学会フェロー

も務める。 

 

 

本改訂版について 
 

 この論⽂は、2018 年 12 ⽉ 20 ⽇に地球温暖化政策財団が刊⾏した同名の⽂書を改訂したも

のとなる。同僚との議論の中で⽣じた論点の説明を追加したものとなる。主要な結論は変わ

っていない。 

 

 





 1  

1 はじめに 
 

最近の、気候変動に関する政府間パネル(IPCC)による通称 1.5 度特別報告書、以下 SR1.5

と略）1 は、気候変動についての警鐘⽔準を引き上げ、それに対抗するために過激な⾏動を呼

びかけるという点で、それまでの刊⾏物すべてをはるかに上回っている。この報告は、気候

科学の本質的な側⾯はすでに決着がついているという⽴場を採⽤し、必要な政策対応と考え

るものを、持続可能な開発、貧困削減、格差低減といった倫理的な問題とごっちゃにする。 

報告は、今世紀半ばに炭素排出ゼロを実現するため、世界経済の過激な変化を呼びかける。

この⾏動⽅策がもたらす、きわめて⾼価で転覆的な変化を考えると、その根底にある科学的

な主張の厳密性に疑問の余地があってはならない。ここでは、SR1.5 の中⼼的な側⾯のいく

つかを検討し、その報告で提⽰された⾏動⽅針の規模にふさわしいほどの科学的な堅牢性を

持っているかどうかを調べる。証拠に基づくと、そんな堅牢性はない、と結論される。 

 

2 IPCC 第 5次評価報告からの逸脱 
 

IPCCの評価報告書は、どれも三部構成となっており、それぞれ作業部会 I (物理科学の基

盤)、作業部会 II (影響と適応)、作業部会 III (気候変動の低減)を代表する。SR1.5の場合、

この三つの作業部会が融合されて、総合した報告がつくられた。その結果として、純粋に科

学的な分析への注⽬が薄れている。 

第5次評価報告作業部会報告 (以後WGI AR5)2で、温暖化の原因に関する中⼼的な主張は以

下の通り： 

1951年から2010年にかけて観察された世界平均地表温度の上昇の半分以上は温室

ガス濃度の⼈為的増加や他の⼈為的強制⼒により⽣じた可能性がきわめて⾼い。⼈間

による温暖化への寄与の最もよい推計は、この時期の温暖化観測値に近い。 

この主張は主に、世界気候モデル（GCM）シミュレーションの検出および要因分析に主に

適⽤されるものだ3。これは、20世紀初期（1910-1945）の⼤幅な温暖化を⼈為的な影響のせ

いにするものではない。この初期の温暖化について、同報告は次のように結論づけている

（10.3.1.1.3節、p.887）: 

温暖化について、内部変動性、⾃然強制⼒、⼈為的強制⼒がどのくらい貢献してい

るかを定量化するのは未だにむずかしい。これは強制⼒とそれに対する反応の不確実

性や、観測の不完全なカバー範囲のためである。 
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図 1: SR1.5 は実質的に⼯業化以前からの地球温暖化をすべて⼈為的なものとした。 

R1.5 Chapter1 FAQ1.2 Figure1, p.82 より 

 

この慎重さとは正反対に、SR1.5は19世紀末から観察された世界の温暖化4を実質的にすべ

て、⼈間が引き起こしたものとしている（図1）5。この第5次評価報告からの⼤きな逸脱は、

しっかりした理由づけがまったくなしに提⽰されている。 

 

3 一連の証拠 
 

IPCCがよく使う表現が「⼀連の証拠（lines of evidence）」だ。この⼀節で暗黙に述べら

れているのは、気候科学では確実にわかっていないことがいろいろあり、中には今後も決し

てわからないこともあるのだ、という現実的な認知だ。確実にわかっているのは、⼤気中で

⾚外波⻑の熱放射を捉える⼆酸化炭素などの微量気体の濃度が、⼈間活動により⾼まってい

るということだ。これを増幅ないし相殺するものとして、⼤気中で最も強⼒な温室ガス（GHG）

は⾃然に⽣じる⽔蒸気があり、これが微量気体よりはるかに多いということもわかっている。

空気が上昇して冷えると、そこに含まれる⽔蒸気は凝集して雲となり、これが⼤気の温室的

な性質を⼤きく左右する。だが雲の放射的な影響を厳密に定量化するのは、現在の気候科学

の能⼒を超える。この状態が続く限り、気候システムがGHG排出増加に対してどんな反応を

⾒せるかは、不確実性の領域に留まり続ける。 
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図 2: SR1.5 での 1960 年以来の温度実測値とモデル値の描き⽅ 

⽉次 GMST 実測値は、2017 年までの灰⾊の線 (HadCRUT4, GISTEMP, Cowtan &Way, NOAA データセッ
トより) およびモデル推計による⼈為的地球温暖化 (2017 年までのオレンジ⾊の実線、薄いオレンジの帯は
「可能性の⾼い」範囲推定を⽰す)。出所: SR1.5 Figure SPM.1. 
 

4 SR1.5 の人為的温暖化に関する主要な一連の証拠 
 

SR1.5は政策⽴案者向け概要（SPM）で、1960-2017年の世界平均地表温度（GMST）に

ついて6、実測値とモデルの結果とをグラフにしている（図2）。オレンジ⾊の実線が2017年

までの⼈為的地球温暖化についての、モデル推計の中央値だ。こうしたモデルで使われてい

るとされる⼿法は多重回帰で、従属変数はGMST実測値であり、独⽴変数は総⼈為的強制⼒

および総⾃然強制⼒(⽕⼭と太陽の組み合わせ)に対する世界的な反応の推計値となる。こう

した反応は、インパルス反応モデルの単純な世界平均を使って計算されている。推計の中央

値は、⼈為的な地球温暖化が明らかに加速しているように⾒える。期間の冒頭では10年あた

り0.04℃だったのが、終わり頃には10年あたり0.22℃になっている。実測値(年内の変動は平

準化されている)とモデルの推計中央値は、図ではかなり近く⼀致しているように⾒えるため、

温暖化加速と、そのモデル化された⼈為的起源には強い信頼が置けるものと⽰唆される。 
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図 3: SR1.5 での 1960 年以来の温度実測値とモデル値の描き⽅ 
機器計測期間の GMST の推移。灰⾊の線は HadCRUT4、NOAAGlobalTemp, Cowtan-Way データ集合の実
測⽉間平均 GMST を 1850-19000 年との差として⽰したもの。こうした GMST 変化に対するモデル化した
⼈為的寄与(⻩⾊)とすべての寄与(⼈為的と⾃然の強制⼒の合計、オレンジ⾊)も⽰した。これは Otto et al.8 
および Haustein et al.9 に従って計算したもの。細い⻘線は CIMP5 歴史的アンサンブル平均を RCP8.5 強制
⼒で伸ばしたものから、モデル化した GMST(破線)と観測カバー範囲を考慮して地表温度と海⾯温度をブレ
ンドしたモデル結果(実線)を⽰す。薄緑の部分は、2016−2035 年についての GMST に関する AR5 の予測を
⽰す。この図の⻩⾊い曲線は、図 2 のオレンジ曲線に対応していることに注意。出所: SR1.5, Figure1.2. 
 

SR1.5の第⼀章は、最近の温暖化が⼈為的だと⽰唆する証拠を追加した(図3)。1850-2017

年について、単純なモデルの結果（訳注：図中の⻩⾊およびオレンジ⾊の線）と並んでGCM

シミュレーションの結果を含めているのだ。GCMの結果もまた、最近の数⼗年について温暖

化の実測値とよい⼀致を⽰している。 

だが図3で⽰された、1850-2017年という⻑期の地球温暖化の状況は、図2で⽰した

1960-2017年のものに⽐べてはるかに複雑だ。⻑期観測の様⼦を⾒ると、温暖化が加速する⼀

⽅という単純なものではない。図3に⽰された観測データは、1960年以前に1945-1970年の25

年間については、地球寒冷化が起きていたことを⽰している。それ以前の1910-1945年にかけ

ては、⼤幅な地球温暖化が⾒られた。この20世紀初頭の温暖化は、⼈為的GHGが⼤きな影響

をもたらす以前に⽣じている。そのさらに前には、また数⼗年の寒冷化が⾒られた。図3は明

らかに、GHGとは無関係なGMSTの⼤きな⾃然変動があることを⽰している。 

さらにモデル化された温度̶̶単純モデルでもGCMでも̶̶は⻑期で⾒ると実測データ

とあまりよく⼀致していない。この⼀致⽋如が特に顕著なのは20世紀初期の温暖化期だ。こ

れは明らかに、IPCC AR5が (GCMの⽂脈で) 20世紀初頭の温暖化を⼈為的な原因に帰属さ
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せないことにした判断に影響を与えた要因だった(上の第2節)。これに対し、この期間におい

て単純なモデル出⼒と実測データの間には相変わらず⼀致が⾒られないにもかかわらず、

SR1.5はこれ以前の温暖化もまた相当部分が⼈為的だったとしている。 

なぜ単純なモデルが⽰す⼈為的な温暖化が、1960-2017年の時期については観測された

GMSTとこれほど⾒事に⼀致しているのか、という疑問が浮かぶ。その⼀致はGCMに基づく

ものよりも優れた⼀致を⽰しているのだ。そして、なぜ20世紀初頭の温暖化期については、

これほど⼤幅な不⼀致を⾒せるのか、という疑問も⽣じる。単純モデルの量はすべて地球平

均であり、⼊⼒データもすべて地球平均だ。だから単純モデルは地域的なばらつきの余地が

まったくない。⽬に⾒える地球規模の温度変化が、本当は地域的な温度パターンのばらつき

で⽣じている可能性もある。だが単純モデルは、それを世界で⼀様に作⽤している強制⼒に

より⽣じたものとして扱ってしまう。これに対してGCMは̶̶限界はあるものの̶̶そうし

たミスを排除する余地を持つ。単純モデルはまた、その説明変数が⼈為的強制⼒と⾃然強制

⼒に対するモデル化された反応だという事実にも制約されている。1960-2017年期には、⾃然

の太陽と⽕⼭による強制⼒の和にほとんどトレンドがなかった7。⼈為的温暖化の推計中央値

を導くにあたり、内部変動性は説明変数に⼊っていない (だが⼈為的温暖化の尤度範囲推計

には使われた)。こうした要因はおそらく、モデル出⼒と実測値の最近の⼀致度とに影響して

いるようで、最近の時期と20世紀初頭期とのちがいを説明しようとするあらゆる試みにとっ

ても⼤きな意味を持つようだ。 

この先、SR1.5の厳密性について、ここで論じた問題との関連でさらに検討を⾏う。世界

データに関する証拠は第5節で検討し、GCMモデルに関する証拠は第6節で検討する。 

 

5 関連する一連の証拠: 実測データ 
 

⼈⼯衛星による⼤気温度の変化 

図1〜3で⽰唆される近年の地表温暖化速度の明らかな加速は、対流圏下部 (地表から数キ

ロ上空) の温度の⼈⼯衛星観測には⾒られない。⼈⼯衛星の観測値の⼀例を図4に⽰す。 

 それどころか、⼈⼯衛星による温度は、1979-2018年という全観測期間を通じて10年あた

り0.13℃という温暖化トレンドを⽰してはいるが、2000年以降はほとんど温暖化を⽰してい

ない。Scafetta et al. 論⽂は2006-2016年期における⼈⼯衛星の温度データから、強いエル・

ニーニョ信号を除去する統計分析を⾏い12、この時期の残余温暖化トレンドは10年あたり
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0.04℃程度でしかないことを発⾒した13。 

 

図 4: ⼈⼯衛星による対流圏下部温度アノマリーの地球平均、UAH10 バージョン 6.0 

1979 年 1 ⽉から 2018 年 11 ⽉まで。直線トレンドは+0.13℃/10 年。出所: Roy Spencer11 

 
 SR1.5は⼈⼯衛星の観測した温度トレンドについては触れず、なぜそれがGMSTとこれほど

⼤幅にちがっているのかという問題にも触れない。これは深刻な⽋陥だ。というのも、GMST

よりも⼈⼯衛星データのほうが、地球温暖化の本当の速度を⽰す指標として信頼性が⾼いと

考えられるからだ。⼈⼯衛星の温度計測はほぼ全地球をカバーしているのに、地表温度の想

定はまばらで分散も不規則なのだ。 

 カバー範囲の問題以外にも、⼈⼯衛星データはGMSTのように都市のヒートアイランドや

⼟地利⽤変化の影響を受けないという利点もある。現在、都市化のおかげで世界中の多くの

都市では、周辺の地⽅部と⽐べて急激な温度変化が⽣じている。都市部と地⽅部の温度トレ

ンドを⽐較する最近の研究により、都市ヒートアイランドの影響がこれまで過⼩評価されて

いてこと、及び、20世紀半ばの温暖化期における地⽅観測ステーションでの温暖化の進⾏速

度は、最近の温暖化期に⽐肩するものだったという証拠が得られている14。この結果は、地球

海⾯温度に関する最近の独⽴した結果とも整合している。この点については次節参照。 

 

海洋温暖化の実測値 

 図1〜3の温度グラフは、GMSTを陸地部分と海洋部分で区別していない。こうした要素を

区別したプロットの例を図5に⽰す。1900-1980年の時期を検討すると(データが少ない

1850-1900年についてはここでは触れない)、数⼗年にわたり、陸地と海⾯温度(SST)は同じ

速度で上がり、そして下がったことがわかる。1980年以降はそれが⼤幅な差を⽰し、陸地温
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度のほうがSSTよりはるかに急速に上がっている。上で述べた都市ヒートアイランドや⼟地

利⽤変化の影響を考慮しなければ、この時期の陸地での温度は、⾃然変動の範囲をはるかに

超えて上昇した、GHGの引き起こす信号を⽰しているように⾒える。 

 

図 5: 陸、海洋、複合温度計測 
1961-1990 年平均と⽐べた世界の 12 ヶ⽉移動平均温度アノマリー。⿊線: 陸地と海洋温度(HadCRUT4)。緑: 

地表⾯空気温度(CRUTEM4)。⻘線: SST(HadSST3). Osborn et al.16 をもとに描き直し. 
 
 海⾯温度の場合、同程度の⾃信をもってそうした主張を⾏うことは不可能だ。海⾯温度の

⽣データを使った簡単な計算を⾏うと、2000-2014年 (最近のエル・ニーニョ到来以前) の平

均SSTは1936-1950年の平均よりたった0.36℃暖かいだけだった。1850-2018年すべてについ

てのグラフを⾒ると、このごくわずかなSST温暖化は、低い気候感度に基づくGHGによる温

暖化とは整合しているものの、⾃然変動性の範囲を議論の余地なく上回るものではないこと

がわかる。 

 最近、ヨーロッパ中期気象予報センター (ECMWF) が⾏った、海洋データの詳細研究の

結果が発表された17, 18。この研究は海⾯データを200万観測局・⽇分集めて、それを最新のデ

ータ同化システムに取り込んだものだ。1900−2010年の上層海洋熱量 (OHC、海⾯から300m

まで) を図6に⽰した。この図を⾒ると、OHC (0-300m) は1935-1955年に、2000-2010年の

あらゆる数値を上回っている。こうした結果は、OHC (0-300m) の⾃然変動性、ひいてはそ

れと密接に関連した世界SSTが、これまでの推計より⼤きい可能性を明らかに⽰唆している。 

 こうした結果は、重要なLaloyaux et al. 論⽂が採録の締め切りよりはるか前に刊⾏が承認

されていたにもかかわらず、SR1.5で参照されていない。 
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図 6: 上層 300ｍの世界平均海洋熱量 

FCMWF CERA-20C 再分析アンサンブル、Lalotyaux et al. Figure 10 を描き直し 

 

6 関連する一連の証拠: GCMモデル 
 

モデルのチューニング (パラメータ設定) 

第2節で、1950年以降の温暖化に関するAR5の人為的起源への帰属性の主張が主にGCMに

基づくものだと述べた。さらに第4節では、SR1.5もまた、ここ数⼗年の温暖化が⼈間による

ものだという捕捉的な証拠としてGCMの結果を⽰したことも述べた。だが第5次評価報告以

後に刊⾏されたきわめて重要な論⽂のいくつかは、GCMの結果を使って温暖化を⼈為的なも

のとするにあたって、きわめて慎重になるべきだと⽰している。そうした論⽂としては以下

が挙げられる。 

l Voosen「気候科学者、ブラックボックスを開いて検討にかける」19 

l Hourdin et al. 「気候モデルチューニングの技巧と科学」20 

l Zhao et al. 「モデルの気候感度が持つ不確実性の原因は積雲降⾬微⼩物理の表現にあ

る」21 

こうした論⽂はどれ⼀つとしてSR1.5で参照されていないが、GCMモデルで使われている

グリッド以下の規模で起こる物理プロセスの表現のパラメータ設定を⽐較的わずかに変える
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だけで、GHG増加への応答としてモデルが⽰す温暖化速度が⼤幅に変わることを⽰している。

Voosen論⽂は、新鮮な空気が雲と混じり合う速度を制御する、あまりきちんとわかっていな

いパラメータを変えるだけで、そのモデルの気候感度 (⼆酸化炭素濃度が倍増したときに起

こる均衡状態での温度上昇) が3.5℃から7℃にはねあがる例を報告している。Hourdin et al. 
論⽂は、モデル作成者が、20世紀の実測温暖化を再現する⼀⽅で均衡気候感度を「期待され

る容認範囲」の値に収めるためにGCMをチューニングする⼿法を、実証的に明らかにしてい

る。Zhao et al. 論⽂はGCMの対流性降⾬パラメータ化をチューニングすれば気候感度を⼆倍

近く変えられることを⽰している。これは、その両極端のどちらのバージョンのモデルかを

正当化するような明らかな観測上の制約が⼀切なしに出来てしまうのだ。 

モデルが20世紀末の温暖化をうまく再現するためのチューニングは、20世紀初頭の⼤きな

温暖化や、最近の対流圏温暖化の減速を再現できていない。前者のモデル⽋陥は図3(GMST

について)と図7(SSTについて)に⽰されているし、後者の例は図8に⽰されている。 

 

図 7: SST: モデルと実測値 
1910-1945 年の期間(図中の灰⾊)で、モデルの温暖化速度は観測された速度の 

およそ四倍ちがっている。第 5 次評価報告の図より 22 
 
  上で⾔及したHourdin et al. 論⽂は、モデルチューニングに関する世界気象機関のワークシ

ョップの成果だ。著者14⼈は、気候モデル作成者の広範な国際的多様性を反映した。この論

⽂は、第5次評価(およびSR1.5)で気候予測結果が使われたモデルのチューニング戦略が、

IPCCの必要⽂書に含まれていなかったことを指摘する。著者たちはこれをはっきりと「透明

性の⽋如だ」と述べる。 
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図 8: 熱帯対流圏中部温度、モデル VS 観測値 
ピンクの各種モデルと、各種の⻘で⽰した各種観測データ。1979-2016 年の 5 年平均。トレンド線はすべて
の系列について 1979 年でゼロとなる。アメリカ下院科学、宇宙、技術委員会におけるジョン・クリスティ

博⼠の証⾔、2017 年 3 ⽉ 29 ⽇の Figure2 から採⽤ 23 
 

明らかに、ある時期に観測された温暖化と、まさにその期間の実測値と⼀致するようチュ

ーニングされたGCMからでてくる、GHG駆動の温暖化とが⼀致したからといって(これはこ

こ数⼗年について図3で⽰されている)、観測された温暖化がGHGによるものだという証拠に

はならない。 

 

気候感度の最近の独⽴推計結果 

 すでに述べた通り、均衡気候感度(ECS)というのは⼤気中の⼆酸化炭素が仮想的に⼆倍に

なってその状態を保ったとしたら、いずれどれだけの温暖化が起こるかを⽰すものだ。ECS

は気候科学で最も重要な指標となる。これは、CO2が実際に増えたときにどれだけ温暖化が

起こるかを⽰す。 

 ECSの本当の値はわかっていない。IPCC AR5は、その値が1.5-4.5℃の間にある可能性が⾼

いという。そして最⾼の推計値を出すのは「評価された⼀連の証拠の間でその値の合意が⾒

られない」から不可能だと⾔う24。1.5-4.5℃という推計範囲は、主にGCMの結果に基づいた

もので、1990年のIPCC第1次評価報告書から変わっていない。気候モデルが、望む結果を出

すよう経験的にチューニングされているという現在の知識から⾒て、こうしたモデルのECS
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推計は、基本となっている物理学過程の計算結果を⽰すものと受け取るべきではないという

のが明らかだ。 

 ECS推計の独⽴⼿法は、単純な世界エネルギー収⽀モデルを、基準期間と最終期間との間

の放射強制⼒、海洋熱吸収、温度変化の推移について、世界平均観測値と共に使うことだ。

SR1.5報告で参照されたこの⼿法の例としては、Lewis and Currey論⽂がある25。これはECS

が1.5℃で、不確実性の範囲推計は1.05-2.45℃だ。だがSR1.5はこの研究を参照はしたものの、

IPCC AR5の推計下限値を改訂するほどの重みを持つ結果とは判断しなかった。というのもそ

れが「たった⼀つの⼀連の証拠」でしかないから、という。 

 ECSの値がIPCC AR5推計範囲の下限より低いことを⽰す別の⼀連の証拠は、地球の熱帯の

放射反応係数 (地表温度が1単位変化したときの、⼤気圏のてっぺんからでていく放射の変

化) に関する⼈⼯衛星の最近の観測値を、２圏域(熱帯/熱帯外)エネルギー収⽀モデルとあわ

せて使う⼿法だ。この例は、Lindzen and Choi 論⽂26およびBates論⽂27に⾒られる。Bates

論⽂は、Lindzen-Choi論⽂と、もっと最近の Mauritsen and Stevens論⽂28の両⽅から得た、

実測に基づく熱帯⻑波放射反応係数の推計値を使っている。Lindzen-Choi論⽂とBates論⽂の

結果は、ECSの値が1℃くらいかそれ以下だと⽰唆している。SR1.5はこうした研究を⼀切参

照していない。 

 

図 9: 熱帯の⻑波放射反応係数 
Lindzen and Choi(2011)および Mauritsen and Stevens(2015)より、放射反応係数の観測値(⼈⼯衛星)とモデ
ル値について、不確実線の範囲を⽐較。不確実性区間は⽮印(最⼤の範囲)か、あるいはバー(1 標準誤差)で表

⽰。⽰した規模は、Bates (2016) の Table 1 の値と対応。Park and Choi (2017)29 Figure 2 より再現. 
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だがこうした論⽂が、有効な⼀連の証拠として採択されるべきだった根拠は⼗分にある。

まずこれらの論⽂は、GCMでの地球の熱帯⻑波放射反応係数の表現に⽋陥があることを⽰し

ているが、その度合いがきわめて顕著だ。図9参照。この図ははっきりと、熱帯での地表温度

変化に対する地球の⻑波放射反応をGCMが深刻に過⼩評価していることを⽰す。2圏域モデ

ルは、こうした過⼩評価がECSの⼤幅な過⼤評価につながっていることを⽰す。⼆つ⽬に2圏

域エネルギー収⽀モデルは、現在の地球温度(GMST と SST) が前世紀半ばからあまり温暖

化していないという観測結果と整合している。 

 

7 結論 
 

 SR1.5報告は、地球温暖化をめぐる警鐘を強化するという⽅向で、これまでのIPCC報告か

らきわめて⼤きく逸脱している。これは第５次評価報告と⽐べたときにことさら顕著だ。こ

の逸脱についてしっかりした根拠は⽰されていない。 

 現実には、第５次評価報告以来、地球温暖化が地球の緊急事態というより⻑期的な脅威で

しかないことを⽰すかなりの証拠が蓄積されている。この証拠は主に、もっと低い気候感度

を⽰唆する実測結果(つまり温室ガス濃度がどれだけ増えても、それに対する温暖化反応は低

い)と、実測された地球温度トレンドの説明において、⾃然変動の貢献がもっと⼤きいと⽰す

結果で構成される。IPCCはSR1.5報告で政策⽴案者たちにこの証拠を提⽰しなかった。 

 SR1.5報告はまた、直近のIPCC評価報告以降に気候モデル作成者たちが発表したきわめて

重要な情報の⼀部を政策担当者たちに伝えていない。その情報は、地球気候モデルにお望み

の結果を出させるための、あとづけのチューニングについてのものだ。これまでのIPCC報告

がモデルのチューニング⼿法を記述しなかったということは、こうしたモデル作成者たちに

より「透明性の⽋如」と指摘されている。IPCCの発表した将来温暖化の予測は、完全にこう

したモデルの信頼性に依存しているのだ。 

 こうした⽋陥を鑑み、SR1.5は科学的に厳格な⽂書である、と政策担当者が考えるべきもの

ではない。報告内で提案されている極端な⼿法よりも、もっと熟慮された温室効果ガス削減

戦略を⽀持する最近の科学的証拠が⼤量にあるのに、それが報告では参照されていない。 

 その⼀⽅で持続可能な開発、貧困削減、格差低減といった有意義な⽬標は、それ⾃体の価

値のために追及すべきものであり、決着のついていない気候科学に依存させるべきではない。 
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地球温暖化政策財団 (Global Warming Policy Foundation) について 
 

地球温暖化政策財団 (The Global Warming Policy Foundation) は、すべての党を含む無党派

シンクタンクであり、登録済み教育慈善団体です。地球温暖化についての議論の分かれる科

学については多様な⾒⽅を採る⼀⽅、現在促進されている多くの政策が持つ、費⽤⾯などの

影響について深く懸念しています。 

主な活動は、地球温暖化政策とその経済などの含意についての分析です。狙いは、最も頑

健で信頼できる経済分析と提⾔を⾏うことです。何よりも私たちは、メディア、政治化や社

会に対し、この問題全般と、彼らが現在あまりに曝されがちな誤情報について、ニュースに

ふさわしい形で情報提供を⾏うことです。 

GWPFの成功の鍵は、ますます多くの政策担当者やジャーナリスト、関⼼ある⼀般市⺠たち

から私たちが獲得してきた信頼と信⽤です。GWPFの資⾦は圧倒的に、数多くの⺠間個⼈や慈

善信託基⾦からの⾃発的な寄付からのものです。完全な独⽴性を明確にするために、エネル

ギー企業やエネルギー企業に⼤きな利害関係を持つ寄付は受け付けません。 

 

地球温暖化政策財団の刊⾏物での⾒解は、著者のものであり、GWPFおよびその評議員、学

術諮問評議会委員、理事たちのものではありません。 
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